
令和７年度　　香南市水道事業会計予算

議案第 ３０ 号



　本年度予算の収益的収入及び支出の予定額は、収入593,547千円、支出593,088千円です。

　また、資本的収入及び支出の予定額は、収入324,358千円、支出567,460千円を計上しました。

　資本的支出の主なものとしては、香我美町山南地区配水管更新工事62,000千円、大谷地区配水管布設工事60,000千円、みどり野給水管布

設替工事35,000千円などを予定しております。

令和７年度香南市水道事業会計予算提案説明書



（総則）

第 １ 条 令和７年度香南市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　　給水戸数 15,439 戸

（２） 　　年間配水量 4,730,822 ㎥

（３） 　　一日平均配水量 12,961 ㎥

（４） 　　主な建設改良事業

　　①施設整備事業 60,362 千円

　　②配水設備改良事業 254,600 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 水道事業収益 593,547 千円

第１項 　　営 業 収 益 542,107 千円

第２項 　　営業外収益 51,415 千円

第３項 　　特 別 利 益 25 千円

支　　　　　　出

第１款 水道事業費用 593,088 千円

第１項 　　営 業 費 用 562,097 千円

第２項 　　営業外費用 27,386 千円

第３項 　　特 別 損 失 605 千円

第４項 　　予　 備 　費 3,000 千円

                                                      令和７年度香南市水道事業会計予算



（資本的収入及び支出）

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 資本的収入 324,358 千円

第１項 　　新設分担金 10,000 千円

第２項 　　工事分担金 100 千円

第３項 　　他会計負担金 4,000 千円

第４項 　　企業債 268,800 千円

第５項 　　工事負担金 6,600 千円

第７項 　  補助金 34,858 千円

支　　　　　　出

第１款 資本的支出 567,460 千円

第１項 　　建設改良費 329,729 千円

第2項 　　企業債償還金 237,121 千円

第３項 　　返還金 110 千円

第４項 　　予備費 500 千円

（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額243,102千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、

過年度分及び当年度分損益勘定留保資金、減債積立金で補てんするものとする。）



（債務負担行為）

第 5 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第 ６ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第 ７ 条 一時借入金の限度額は、　400,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費の各項間の流用

　消費税申告委託業務

事項 期間 限度額

令和７年度～令和9年度 ３，１３５千円

水道事業会計

会計支援業務及び　　

起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

水道事業 268,800千円 証書借入 5.0％以内 借入先の融資条件による。
ただし、財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮もしく
は繰り上げ償還、又は低利に
借り換えることができる。

借入時期は、 令和７年度中と
する。ただし、工事の進捗状
況等により起債額の全部又は
一部を翌年度に繰り延べて
借り入れることができる。

ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率
の見直しを行った後において
は当該見直し後の利率。

限 度 額 起 債 の 方 法 利 率



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ９ 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

 金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 67,274 千円

（一般会計からの補助金）

第 10 条 水道事業の運営に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、21,822千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第 11 条 たな卸資産の購入限度額は、25,600千円と定める。

令和　７年　２月２６日　　提出

香南市長　　　濱　田　豪　太



（収　　入） （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 水道事業収益 593,547 613,564 △ 20,017

１ 営業収益 542,107 560,519 △ 18,412

１ 給水収益 537,120 555,000 △ 17,880 水道料金 536,580 水道料金 536,580

その他水道料金 540 その他水道料金 540

２ 受託工事収益 1,600 2,100 △ 500 受託工事収益 100 受託工事負担金 100

受託工事手数料 1,500 設計審査手数料 1,500

３ その他営業収益 3,387 3,419 △ 32 材料売却収益 10 材料売却収益 10

手数料 1,490 督促手数料 1,100

指定工事業者登録手数料 100

その他手数料 290

雑収益 1,887 検針委託料収入等 1,887

２ 営業外収益 51,415 53,020 △ 1,605

１ 受取利息及び配当金 10 122 △ 112 預金利息 10 預金利息 10

２ 他会計補助金 2,464 1,943 521 一般会計補助金 2,464 一般会計補助金 2,464

３ 補助金 0 0 0

４ 長期前受金戻入 48,931 50,208 △ 1,277 受贈財産評価額 6,187 受贈財産評価額 6,187

工事負担金 20,508 工事負担金 20,508

補助金 7,742 補助金 7,742

他会計負担金 6,149 他会計負担金 6,149

その他長期前受金 8,345 県支出金 58

新設分担金 5,519

工事分担金 382

その他長期前受金 2,386

５ 雑収益 10 747 △ 737 その他雑収益 10 雑収益 10

３ 特別利益 25 25 0

１ その他特別利益 25 25 0 固定資産売却益 10 固定資産売却益 10

過年度損益修正益 10 過年度損益修正益 10

その他特別利益 5 その他特別利益 5

比　　　較

収益的収入及び支出事項別明細書

款 目
節

項 説　　　明



（支　　出） （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 水道事業費用 593,088 568,222 24,866

１ 営業費用 562,097 535,530 26,567

１ 原水及び浄水費 119,846 117,423 2,423 備消品費 150 消耗品費 150

燃料費 100 軽油代 100

光熱水費 1,080 電灯料 1,080

通信運搬費 816 専用回線使用料 780

電話料等 36

委託料 12,790 電気保安管理委託料 2,000

水道施設保守点検委託料 7,990

清掃委託料 2,800

修繕費 10,000 施設修繕費 10,000

動力費 90,000 電力料 90,000

薬品費 4,800 滅菌液 4,800

材料費 100 材料費 100

雑費 10 雑費 10

２ 配水及び給水費 119,257 91,533 27,724 備消品費 3,908 消耗品費 3,908

委託料 14,050 漏水調査委託料 10,000

水道施設草刈委託料 500

配水施設清掃委託料 3,550

手数料 44,099 水質検査手数料 18,095

量水器取替手数料 26,004

賃借料 190 水道管布設用地借地料等 190

修繕費 51,200 設備品等修繕費 10,000

配水管修繕費 20,000

給水管修繕費 19,200

その他修繕費 2,000

路面復旧費 700 舗装復旧費等 700

材料費 5,000 材料費 5,000

補償費 100 補償費 100

説　　　明項款 目
節

比　　　較



本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額
説　　　明項款 目

節
比　　　較

雑費 10 雑費 10

３ 受託工事費 500 500 0 受託工事費 500 受託工事費 500

４ 業務費 25,317 23,220 2,097 備消品費 500 消耗品費 500

印刷製本費 1,600 納付書等印刷費 1,600

通信運搬費 2,650 後納郵便料 2,640

切手代等　 10

委託料 15,600 検針委託料 15,600

手数料 4,897 口座振込手数料等 4,889

その他手数料 8

保険料 70 保険料 70

５ 総係費 41,792 34,880 6,912 給料 13,850 一般職給料 13,850

手当 8,131 扶養手当 414

通勤手当 206

期末手当 3,104

勤勉手当 2,607

時間外手当 1,200

児童手当 600

賞与引当金繰入額 2,295 期末手当 1,035

勤勉手当 869

共済負担金 391

法定福利費 6,388 共済組合負担金 4,924

互助会負担金 79

退職手当組合負担金 1,385

報酬 75 委員報酬 75

旅費 512 普通旅費 512

備消品費 583 書籍追録費 83

事務用品費 300

その他消耗品費 200

燃料費 855 公用車等燃料費 855

通信運搬費 840 携帯電話料 840



本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額
説　　　明項款 目

節
比　　　較

委託料 2,614 システム保守委託料 462

その他委託料 2,152

手数料 100 その他手数料 100

賃借料 1,912 会計システム等使用料 1,874

有料道路駐車場使用料 38

修繕費 262 車検時修繕費等 262

負担金 730 県水道協会費等 210

その他負担金 520

保険料 2,115 賠償損害保険料 2,115

貸倒引当金繰入額 500 貸倒引当金繰入額 500

雑費 30 雑費 30

６ 減価償却費 244,365 256,954 △ 12,589 有形固定資産 244,365 建物 18,290

減価償却費 構築物 165,275

機械及び装置 59,017

量水器 1,523

車両運搬具 140

工具器具 120

７ 資産減耗費 11,000 11,000 0 固定資産除却費 10,500 固定資産除却費 10,500

たな卸資産減耗費 500 たな卸資産減耗費 500

８ その他営業費用 20 20 0 雑支出 20 雑支出 20

２ 営業外費用 27,386 29,087 △ 1,701

１ 支払利息及び企業債 25,326 27,027 △ 1,701 企業債利息 24,726 財政融資 23,274

　 取扱諸費 地方公共団体金融機構 1,452

借入金利息 600 借入金利息 600

２ 消費税及び 2,000 2,000 0 消費税及び 2,000 消費税及び地方消費税 2,000

　 地方消費税 地方消費税

３ 雑支出 60 60 0 不用品売却原価 10 不用品売却費 10

その他雑支出 50 雑支出 50

３ 特別損失 605 605 0

１ 特別損失 605 605 0 固定資産売却損 5 固定資産売却損 5

過年度損益修正損 600 漏水減額等還付金 600



本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額
説　　　明項款 目

節
比　　　較

４ 予備費 3,000 3,000 0

１ 予備費 3,000 3,000 0 予備費 3,000 予備費 3,000



（収　　入） （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 資本的収入 324,358 485,337 △ 160,979

１ 新設分担金 10,000 10,000 0

１ 新設分担金 10,000 10,000 0 新設分担金 10,000 新設分担金 10,000

２ 工事分担金 100 100 0

１ 工事分担金 100 100 0 工事分担金 100 工事分担金 100

３ 他会計負担金 4,000 4,000 0

１ 他会計負担金 4,000 4,000 0 他会計負担金 4,000 消火栓設置負担金 4,000

４ 企業債 268,800 388,600 △ 119,800

１ 企業債 268,800 388,600 △ 119,800 企業債 268,800 企業債 204,500

資本費平準化債 64,300

５ 工事負担金 6,600 3,396 3,204

１ 工事負担金 6,600 3,396 3,204 工事負担金 6,600 工事負担金 6,600

６ 出資金 0 37,500 △ 37,500

１ 出資金 0 37,500 △ 37,500 出資金 0 事業に伴う一般会計出資金 0

７ 補助金 34,858 41,741 △ 6,883

１ 補助金 34,858 41,741 △ 6,883 一般会計補助金 19,358 一般会計補助金 19,358

県補助金 15,500 高知県生活基盤施設耐震化等交付金 15,500

款 目

資本的収入及び支出事項別明細書

節
項 比　　　較 説　　　明



（支　　出） （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 資本的支出 567,460 788,875 △ 221,415

１ 建設改良費 329,729 517,253 △ 187,524

１ 施設整備工事費 60,362 219,449 △ 159,087 給料 15,608 一般職給料 15,608

手当 13,378 扶養手当 318

通勤手当 403

住居手当 300

期末手当 3,357

勤勉手当 2,820

時間外手当 6,000

児童手当 180

法定福利費 7,624 共済組合負担金 5,967

互助会負担金 96

退職手当組合負担金 1,561

委託料 2,752 実施設計委託料 2,752

工事請負費 21,000 施設整備工事 21,000

２ 配水設備改良費 254,600 285,400 △ 30,800 委託料 6,600 実施設計委託料 6,600

工事請負費 240,000 配水設備工事 240,000

工事負担金 8,000 工事負担金 8,000

３ 営業設備費 14,767 12,404 2,363 量水器 14,667 量水器 14,667

工具器具備品 100 工具器具等 100

節
項款 目 比　　　較 説　　　明



本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

節
項款 目 比　　　較 説　　　明

２ 企業債償還金 237,121 271,012 △ 33,891

１ 企業債償還金 237,121 271,012 △ 33,891 企業債償還金 237,121 財政融資 193,220

地方公共団体金融機構 43,901

３ 返還金 110 110 0

１ 返還金 110 110 0 返還金 110 その他返還金 110

４ 予備費 500 500 0

１ 予備費 500 500 0 予備費 500 予備費 500



（単位：千円）

（ １ ） 当年度純利益（△は純損失） △ 18,694

（ ２ ） 減価償却費 244,365

（ ３ ） 固定資産除却費 10,500

（ ４ ） 引当金の増減額（△は減少） 142

（ ５ ） 長期前受金戻入額 △ 48,931

（ ６ ） 受取利息 △ 10

（ ７ ） 支払利息 25,326

（ ８ ） 固定資産売却損益 5

（ ９ ） 未収金の増減額（△は増加） 17,534

（10） 未払金の増減額（△は減少） △ 116,655

（11） たな卸資産の増減額（△は増加） 7,117

小計 120,699

（12） 利息の受取額 10

（13） 利息の支払額 △ 25,326

業務活動によるキャッシュ・フロー 95,383

（ １ ） 有形固定資産の取得による支出 △ 304,380

（ ２ ） 工事負担金、他会計負担金による収入 54,549

（ ３ ） 出資金による収入 0

（ ４ ） その他長期前受金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 249,831

（ １ ） 企業債による収入 268,800

（ ２ ） 企業債の償還による支出 △ 237,121

財務活動によるキャッシュ・フロー 31,679

資金増減額 △ 122,769

資金期首残高 368,630

資金期末残高 245,860

令和７年度香南市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー



　

総括 （単位：千円）

（単位：千円）

給　　　与　　　明　　　細　　　書

234 2,831比較 0 450 635 582 414

546 20,582

609 300 0

区　　　分 管理職 時間外 期末

780 23,413

前年度 0 6,750 6,861 5,714
手当
 の

内訳

本年度 0 7,200 7,496

300 0

318 393

216

勤勉 扶養 通勤 住居

0 0

△ 1 0 △ 2,303 563 △ 1,740 △ 910 △ 2,650

6,296 732

特殊勤務 児童手当 合計

△ 1,758 △ 4,639 △ 2,000

損益勘定支弁職員 0 0 0 578 2,321 2,899 1,090 3,989

△ 6,639

合計 0

前
年
度

資本勘定支弁職員 0 6 0 18,489 15,136 33,625 9,624 43,249

合計 0 10 0

比

較
資本勘定支弁職員 0 △ 1 0 △ 2,881

区分
職員数 給　　　与　　　費 法　 定

福利費
合計

本
年
度

資本勘定支弁職員 7,624 36,610

合計 0 9 0 29,458 23,413 52,871

特別職（人）

67,27414,403

30,664

0 5 0 15,608

69,924

損益勘定支弁職員 0 4 0 13,850 10,035

損益勘定支弁職員 0 4 0 13,272 7,714 20,986 5,689 26,675

31,761 22,850 54,611 15,313

一般職（人） 報酬 給料 手当 計

23,885 6,779

13,378 28,986



　

職員一人当たりの給与

等級別職員数

計 9 10

２級 1 1

１級 5 5

４級 0 1

３級 1 1

６級

５級 2 2

35歳3月

一 般 行 政 職

級 本 年 度 前 年 度

前 年 度

平 均 給 料 月 額 （円） 264,675

平 均 給 与 月 額 （円） 331,400

平 均 年 齢

区 分 一 般 行 政 職

本 年 度

平 均 給 料 月 額 （円） 272,759

平 均 給 与 月 額 （円） 361,843

平 均 年 齢 34歳2月



(単位：千円)

1

(1) 給 水 収 益 488,291

(2) 受 託 工 事 収 益 1,591

(3) そ の 他 営 業 収 益 3,216 493,098

2

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 108,957

(2) 配 水 及 び 給 水 費 108,439

(3) 受 託 工 事 費 455

(4) 業 務 費 23,025

(5) 総 係 費 41,035

(6) 減 価 償 却 費 244,365

(7) 資 産 減 耗 費 11,000

(8) そ の 他 営 業 費 用 19 537,295

営 業 損 失 44,197

3

(1) 受取利息及び配当金 10

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 48,931

(3) 雑 収 益 10

(4) 補 助 金 0

(5) 他 会 計 補 助 金 2,464 51,415

4

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 25,326  

(2) 雑 支 出 60 25,386 26,029

経 常 損 失 18,168

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 10

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 10

(3) そ の 他 特 別 利 益 5 25

6

(1) 固 定 資 産 売 却 損 5

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 546

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 551 △ 526

当 年 度 純 損 失 17,642

前年度繰越利益剰余金 16,525

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 34,167

令和７年度香南市水道事業損益計算書　

営 業 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

令和７年度 (
自　令和７年４月１日

） 予定額 備 考
至　令和８年３月31日



(単位：千円)

1

(1) 給 水 収 益 504,546

(2) 受 託 工 事 収 益 2,091

(3) そ の 他 営 業 収 益 3,248 509,885

2

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 106,754

(2) 配 水 及 び 給 水 費 84,936

(3) 受 託 工 事 費 455

(4) 業 務 費 21,455

(5) 総 係 費 37,695

(6) 減 価 償 却 費 256,954

(7) 資 産 減 耗 費 11,000

(8) そ の 他 営 業 費 用 19 519,268

営 業 損 失 9,383

3

(1) 受取利息及び配当金 122

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 50,208

(3) 雑 収 益 747

(4) 補 助 金 0

(5) 他 会 計 補 助 金 2,444

(6) 引 当 金 戻 入 0 53,521

4

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 27,027  

(2) 雑 支 出 60 27,087 26,434

経 常 利 益 17,051

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 10

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 10

(3) そ の 他 特 別 利 益 5 25

6

(1) 固 定 資 産 売 却 損 5

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 546 551 △ 526

当 年 度 純 利 益 16,525

前年度繰越欠損金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 16,525

令和６年度香南市水道事業損益計算書　

令和６年度 (
自　令和６年４月１日

） 予定額 備 考
至　令和７年３月31日

営 業 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用



単位：千円(消費税抜き)

1 固　定　資　産

(1)

ア 233,242 233,242

イ 770,673 770,673

△ 179,814 590,859 △ 198,104 572,569

ウ 8,635,826 9,034,574

△ 3,897,631 4,738,195 △ 4,062,906 4,971,668

エ 1,746,057 1,745,952

△ 1,045,939 700,118 △ 1,104,956 640,996

オ 72,787 87,349

△ 25,598 47,189 △ 27,121 60,228

カ 1,808 1,808

△ 1,390 418 △ 1,530 278

キ 19,577 19,668

△ 15,173 4,404 △ 15,293 4,375

ク 300,511 181,090

6,614,936 6,664,446

6,614,936 6,664,446

2 流　動　資　産

(1) 368,630 245,860

(2) 89,988 72,454

△ 500 89,488 △ 500 71,954

(3) 8,210 1,093

(4) 0 0

466,328 318,907

7,081,264 6,983,353

3

(1) 企　業　債

2,636,875 2,715,127

2,636,875 2,715,127

4 流　動　負　債

(1) 企　業　債

237,121 190,548

(2) 未　払　金 293,551 176,896

(3) 2,153 2,295

(4) 344 344

533,169 370,083

5

(1)

ア 577,097 577,097

△ 341,089 236,008 △ 347,276 229,821

イ 24,865 24,865

△ 23,622 1,243 △ 23,622 1,243

ウ 864,260 870,860

△ 444,597 419,663 △ 465,105 405,755

エ 807,154 826,512

△ 308,290 498,864 △ 316,032 510,480

オ 45,525 61,025

△ 11,658 33,867 △ 11,716 49,309

カ 131,768 135,768

△ 71,690 60,078 △ 77,839 57,929

キ 335,527 344,518

△ 125,583 209,944 △ 131,102 213,416

ク 63,291 63,391

△ 55,508 7,783 △ 55,890 7,501

ケ 114,559 114,559

△ 34,451 80,108 △ 36,837 77,722

1,547,558 1,553,176

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

科 目 令和６年度末予定額 令和７年度末予定額

( 資 産 の 部 )

香南市水道事業貸借対照表　

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

預 り 金

未 収 金

未収金貸倒引当金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

( 負 債 の 部 )

固　定　負　債

建設改良費等の財源に充てる

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

県 支 出 金

他 会 計 負 担 金

新 設 分 担 金

収 益 化 累 計 額

企業債

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に充てる

企業債

長期前受金合計

収 益 化 累 計 額

賞 与 等 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長期前受金

受贈財産評価額

寄 附 金

工 事 分 担 金

工 事 負 担 金

補 助 金



単位：千円(消費税抜き)
科 目 令和６年度末予定額 令和７年度末予定額

1,547,558 1,553,176

4,717,602 4,638,386

6 資　　　本　　　金

(1) 資本金

ア 879,900 879,900

イ 650,337 650,337

ウ 513,727 2,043,964 513,727 2,043,964

2,043,964 2,043,964

7 剰　　　余　　　金

(1) 資本剰余金

ア 5,731 5,730

イ 8,435 8,435

ウ 78,936 78,936

エ 36,621 36,621

オ 7,511 7,511

カ 18,659 18,659

キ 3,525 3,526

ク 0 0

159,418 159,418 159,418 159,418

(2)

ア 143,754 143,754

イ 16,525 △ 2,169

160,279 141,585

319,697 301,003

2,363,661 2,344,967

7,081,263 6,983,353

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金

補 助 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

工 事 分 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利益剰余金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

繰 入 資 本 金

寄 附 金

県 支 出 金

新 設 分 担 金

当年度未処分利益剰余金

減 債 積 立 金

( 資 本 の 部 )

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品・・・移動平均法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

        有形固定資産（リース資産を除く）

                ・  減価償却の方法・・・定額法

                ・  主な耐用年数

　　          建物　　　　　　　　　１５～６５年

              構築物　　　　　　　　１０～６０年

              機械及び装置　　　　　　６～１５年

              量水器　　　　　　　　　　　　８年

              車両運搬具　　　　　　　　２～５年

              工具、器具及び備品　　　３～１５年

　３　引当金の計上基準

           （１）  退職給付引当金

             職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する協定書」に基づき、
             一般会計を経由して高知県市町村総合事務組合へ負担している通常の負担金を除き、
             一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

          （２）  賞与等引当金

        職員の期末勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当事業
        年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月～
        ３月までの４か月分）を計上している。

          （３）  貸倒引当金

        債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を
        計上している。

　

  ４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。



Ⅱ. 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　１　重要な非資金取引

　　　  当該事項は無い。

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　　１　担保に供している資産等

　　  　当該事項は無い。

　　２　企業債の償還に係る他会計の負担  

　　　  貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年
        以内に償還予定のものを含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
        392,945,598円である。

　　３　引当金の取崩し

　　　（１）賞与等引当金の取崩し

　　　　　　令和7年度において、期末手当及び勤勉手当、それらに係る法定福利費
            として6,884千円を支給する予定のため、賞与等引当金2,153千円を取り
            崩す予定である。

　　　（２）貸倒引当金の取崩し

            令和7年度において、不納欠損が発生するものと見込み、貸倒引当金
            500千円を取り崩す予定である。

Ⅳ.　セグメント情報の開示

　　   当事業は単一セグメントのためセグメント情報は省略する。

Ⅴ.　減損損失

　　   当該事項は無い。

Ⅵ.　重要な後発事項

　　   当該事項は無い。


